
 

河内長野市再エネ導入促進のための非ＦＩＴ余剰電力買取事業者登録制度 

実施要領 

（目的） 

第１条 この要領は、「河内長野市再エネ導入促進のための非ＦＩＴ余剰電力買

取事業者登録制度」（以下「本制度」という。）の実施に関して、必要な事項

を定める。 

２ 本制度は、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平

成２３年法律第１０８号）に基づく固定価格買取制度（以下「ＦＩＴ」とい

う。）及びＦＩＰ（Ｆｅｅｄ ｉｎ Ｐｒｅｍｉｕｍ）制度を利用しない余剰

電力の買取（以下「非ＦＩＴ余剰電力買取」という。）を実施する事業者を登

録し、当該事業者を公表することで、河内長野市（以下「市」という。）によ

る補助金事業の実施と併せて非ＦＩＴの再生可能エネルギー設備の導入を促

進することを目的とする。 

（登録の要件） 

第２条 登録制度の対象となる事業者は市内の住宅又は事務所、事業所等を対

象とした非ＦＩＴ余剰電力買取を実施できる者とする。 

（登録申請） 

第３条 本制度に申請をする者は、「河内長野市再エネ導入促進のための非ＦＩ

Ｔ余剰電力買取事業者登録申請書」（様式第１号）を河内長野市環境政策課に

提出しなければならない。 

（登録） 

第４条 市は、前条の規定による登録申請を受け、適当と認めた場合には、市

のウェブサイト等に、当該申請に係る者を登録を受けた事業者（以下「登録

事業者」という。）として掲載する。 

（登録期間） 

第５条 登録期間は、前条の規定による登録の日から当該年度末までとし、第

９条の規定による登録の取消事由がないと認めるときは、毎年度、自動的に

更新し、その期限は、令和９年度末までとする。 

（市による支援） 

第６条 市は、登録事業者への支援として、市のウェブサイト等への登録事業

者の登録内容の掲載を行う。 

（登録事業者による協力） 

第７条 登録事業者は、市が求める場合には、取組状況の報告等の協力を行う。 

（登録内容の変更） 

第８条 本制度の登録内容について変更しようとする登録事業者は、「河内長野

市再エネ導入促進のための非ＦＩＴ余剰電力買取事業者登録内容変更届出書」



 

（様式第２号）を市に提出する。 

（登録の取消） 

第９条 市は、次のいずれかに該当すると認めるときは、登録事業者の登録を

取り消すことができる。 

(1) 登録事業者から、登録取消の申し出があったとき 

(2) 第２条に規定する登録の要件を満たさないことが判明したとき 

(3) 法人等が暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）で

あるとき又は法人等の役員等が暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力

団員をいう。以下同じ。）である場合 

(4) 役員等が暴力団又は暴力団員との関係があると認められる場合 

(5) 法令や公序良俗に反する行為を行ったと認められる場合 

(6) その他、登録を取り消すべき重大な事由が生じたとき。 

（補則） 

第１０条 本要領に定めるもののほか、本制度に関して必要な事項は別に定め

る。 

附 則 

この要領は、令和７年４月２２日から施行する。 


